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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第63期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第64期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第63期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
６月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
６月30日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（百万円） 17,408 20,103 80,548

経常利益又は経常損失（△）

（百万円）
92 △74 674

四半期（当期）純利益又は四半期純損失（△）（百万円） 60 △113 214

純資産額（百万円） 29,803 29,550 29,858

総資産額（百万円） 37,838 38,577 39,480

１株当たり純資産額（円） 1,479.421,467.351,482.28

１株当たり四半期（当期）純利益金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）（円）
2.99 △5.64 10.67

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） － － －

自己資本比率（％） 78.7 76.5 75.5

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△180 1,236 △1,556

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△245 336 △968

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△118 △82 △189

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（百万円） 11,047 10,367 8,876

従業員数（人） 394 371 369

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　  　　２．売上高には、役務収益を含めて表示しております。

３．売上高には、消費税等は含んでおりません。

４．第63期及び第63期第１四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金

額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５．第64期第１四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当

たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 371 (20)

　（注）  従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（　）内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。

(2）提出会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 314 (16)

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（　）内に当第１四半期会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

販売実績

　当第１四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

前年同四半期比（％）

産業エネルギー（百万円） 9,902 －

建設資材（百万円） 6,851 －

生活サポート（百万円） 3,346 －

報告セグメント計（百万円） 20,100 －

その他（百万円） 2 －

合計（百万円） 20,103 －

　（注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間取引は相殺消去しております。

２．上記の金額には、役務収益を含めて表示しております。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。　

３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

(1）業績の状況

①経営成績の分析

当第１四半期におけるわが国経済は、製造業を中心に景気回復局面にあるものの、不安定な株価の動きやユーロ

圏でのソブリンリスクの拡大などが影響し、その勢いは次第に弱まってきております。内需につきましても、自律的

回復の動きは脆弱で、政策的テコ入れによっても雇用や所得の状況に改善の動きはほとんど見られませんでした。

石油業界では、原油市況は一定の価格帯の中での値動きとなりましたが、需要が低迷する中で過当競争が続いた

ことから末端市況は低位に推移いたしました。建設業界では、住宅着工戸数などの指標に改善の兆しは見られず、セ

メント・生コンクリートなど主要商品の需要は減少を続けております。

こうした中、当社グループは、第三次中期経営計画に基づく経営の効率化と事業領域ごとでの拡販施策を推し進

め、経営基盤の強化を図りました。

その結果、当社グループの第１四半期における売上高に役務収益を加えた営業収益は、生コンクリートの販売数

量増やエネルギー価格の上昇が寄与して201億３百万円（前年同期比15.5％増）となりましたが、産業エネルギー

や生活サポートの一部での市況悪化が影響して、営業損失は１億７千６百万円（前年同期は営業損失１千１百万

円）、経常損失は７千４百万円（前年同期は経常利益９千２百万円）となりました。また、資産除去債務に関する会

計基準の適用や減損損失の計上などにより、１億１千３百万円の四半期純損失（前年同期は四半期純利益６千万

円）となりました。
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セグメントの業績は次のとおりであります。

産業エネルギーにおきましては、需要の低迷や競争の激化により市況が悪化いたしましたが、今期より東京支店

を開設するなど拠点配置を変更し、ホームセンター向け灯油、陸運業者向け軽油、工場など直需先向け重油やＬＰガ

スの新規拡販活動を展開いたしました。

　以上により売上高（役務収益を含む）は、99億２百万円となりました。

建設資材におきましては、セメントメーカーや建材メーカーとの連携により、主要市場での積極的な物件受注営

業を展開し、既存販売先での販売量減少や物件の小型化に対処いたしました。また、生コンクリートにつきまして

は、前期からの契約残高積み上げにより販売量を大きく伸ばしております。

　以上により売上高（役務収益を含む）は、68億５千１百万円となりました。

生活サポートにおきましては、サービスステーション網の整備強化を行い、京都地区の１ヶ所で営業を休止する

など経営資源の集中に努めました。その結果、前年度までに投資した新設店舗やセルフ方式にリニューアルされた

店舗などでの拡販効果も加わって直営サービスステーションでのガソリン販売量は前年を上回りました。家庭用ガ

ス販売子会社では巡回訪問活動など地域密着営業を展開し、ＬＰガス販売量は前年を上回りました。

　以上により売上高（役務収益を含む）は、33億４千６百万円となりました。

②財政状態の分析

（資　産）

当第１四半期末における総資産は、385億７千７百万円となり、前連結会計年度末と比較して９億３百万円の減少

となりました。主な要因は、「現金及び預金」が15億７千１百万円増加した一方で、「受取手形及び売掛金」が15億

３百万円、「工事未収金」が２億５千４百万円、「投資有価証券」が２億１千６百万円、「長期性預金」が３億円そ

れぞれ減少したことによるものであります。

（負　債）

当第１四半期末における負債は、90億２千７百万円となり、前連結会計年度末と比較して５億９千５百万円の減

少となりました。主な要因は、「資産除去債務」が２億１千４百万円増加した一方で、「支払手形及び買掛金」が５

億１千５百万円、「工事未払金」が１億５千５百万円、「前受金」が２億９百万円それぞれ減少したことによるも

のであります。

（純資産）

当第１四半期末における純資産は、295億５千万円となり、前連結会計年度末と比較して３億８百万円の減少とな

りました。主な要因は、剰余金の配当８千６百万円と四半期純損失１億１千３百万円により「利益剰余金」が２億

円減少し、「その他有価証券評価差額金」が１億１百万円減少したことによるものであります。

　この結果、自己資本比率は76.5％、１株当たり純資産は1,467円35銭となりました。

(2）キャッシュ・フローの状況

当第１四半期末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。)は、103億６千７百万円とな

り、前連結会計年度末と比較して14億９千万円の増加となりました。

当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は12億３千６百万円（前年同四半期は１億８千万円の使用）となりました。主な増

加要因は、売上債権の減少17億５千７百万円、その他の流動資産の減少２億７千９百万円等であり、主な減少要因

は、税金等調整前四半期純損失２億４千３百万円、仕入債務の減少６億７千万円等であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果得られた資金は３億３千６百万円（前年同四半期は２億４千５百万円の使用）となりました。主

な増加要因は、定期預金の払戻による収入３億円、有価証券の償還による収入２億円等であり、主な減少要因は、定

期預金の預入による支出８千１百万円、有形及び無形固定資産の取得による支出９千３百万円等であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は８千２百万円（前年同四半期は１億１千８百万円の使用）となりました。主な減

少要因は、配当金の支払額７千７百万円、リース債務の返済による支出６百万円等であります。

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

特記すべき事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設、除去等につい

て、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 95,802,000

計 95,802,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成22年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年８月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 24,053,942 24,053,942
大阪証券取引所

市場第二部

単元株式数

1,000株

計 24,053,942 24,053,942 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成22年４月１日～

平成22年６月30日
－ 24,053,942 － 5,549 － 5,456

（６）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成22年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

 平成22年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

  普通株式     3,708,000
－ 単元株式数 1,000株

（相互保有株式）

  普通株式       691,000
－ 同　上

完全議決権株式（その他）   普通株式    19,576,000 19,576 同　上

単元未満株式 普通株式        78,942 －
１単元（1,000株）未

満の株式

発行済株式総数               24,053,942 － －

総株主の議決権 － 19,576 －

　（注）「単元未満株式」には、当社所有の自己株式542株が含まれております。

②【自己株式等】

 平成22年６月30日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）                  

上原成商事株式会社
京都市中京区御池通烏丸

東入仲保利町191番地
3,708,000 － 3,708,000 15.41

（相互保有株式）                  

豊国石油株式会社
大阪府高石市高砂２丁目

６
691,000 － 691,000 2.87

計 － 4,399,000 － 4,399,000 18.28
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月

最高（円） 414 390 341

最低（円） 358 325 321

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結

会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平

成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、京都監査法人

による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 11,494 9,923

受取手形及び売掛金 12,498 14,002

工事未収金 629 884

有価証券 99 200

商品及び製品 366 398

未成工事支出金 29 38

販売用不動産 0 0

未収還付法人税等 484 470

その他 599 745

貸倒引当金 △446 △457

流動資産合計 25,757 26,205

固定資産

有形固定資産 ※1
 4,061

※1
 3,991

無形固定資産

のれん 36 44

その他 124 129

無形固定資産合計 161 173

投資その他の資産

投資有価証券 3,534 3,750

差入保証金 4,486 4,486

その他 705 988

貸倒引当金 △128 △116

投資その他の資産合計 8,596 9,109

固定資産合計 12,820 13,274

資産合計 38,577 39,480
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 4,509 5,024

工事未払金 343 498

短期借入金 94 92

未払法人税等 17 19

賞与引当金 103 183

役員賞与引当金 9 26

その他 2,716 2,768

流動負債合計 7,793 8,613

固定負債

退職給付引当金 365 361

役員退職慰労引当金 490 479

その他 378 168

固定負債合計 1,233 1,009

負債合計 9,027 9,622

純資産の部

株主資本

資本金 5,549 5,549

資本剰余金 5,456 5,456

利益剰余金 19,375 19,575

自己株式 △1,274 △1,274

株主資本合計 29,107 29,307

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 414 516

評価・換算差額等合計 414 516

少数株主持分 28 34

純資産合計 29,550 29,858

負債純資産合計 38,577 39,480
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

売上高 17,203 19,908

売上原価 15,934 18,848

売上総利益 1,268 1,059

役務収益 205 194

営業総利益 1,474 1,254

販売費及び一般管理費 ※
 1,486

※
 1,431

営業損失（△） △11 △176

営業外収益

受取利息 20 17

受取配当金 20 25

仕入割引 21 19

報奨金 20 18

持分法による投資利益 2 15

その他 33 24

営業外収益合計 117 120

営業外費用

支払利息 2 2

売上割引 7 7

その他 3 9

営業外費用合計 13 18

経常利益又は経常損失（△） 92 △74

特別利益

貸倒引当金戻入額 4 9

特別利益合計 4 9

特別損失

固定資産処分損 0 0

投資有価証券売却損 － 0

減損損失 － 33

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 144

リース解約損 － 0

特別損失合計 0 177

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

97 △243

法人税等 43 △123

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △119

少数株主損失（△） △6 △6

四半期純利益又は四半期純損失（△） 60 △113
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

97 △243

減価償却費 63 77

減損損失 － 33

長期前払費用償却額 4 5

のれん償却額 7 7

持分法による投資損益（△は益） △2 △15

投資有価証券売却損益（△は益） － 0

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 9 11

賞与引当金の増減額（△は減少） △94 △80

退職給付引当金の増減額（△は減少） 11 4

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △30 △17

貸倒引当金の増減額（△は減少） 27 0

受取利息及び受取配当金 △40 △43

支払利息 2 2

固定資産売却損益（△は益） － 0

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 144

売上債権の増減額（△は増加） 1,073 1,757

たな卸資産の増減額（△は増加） △36 41

差入保証金の増減額（△は増加） △3 0

その他の流動資産の増減額（△は増加） 66 279

投資その他の資産の増減額（△は増加） △1 0

仕入債務の増減額（△は減少） △239 △670

その他の流動負債の増減額（△は減少） △229 △98

その他 △44 33

小計 642 1,230

利息及び配当金の受取額 26 32

利息の支払額 △2 △1

法人税等の支払額 △847 △24

営業活動によるキャッシュ・フロー △180 1,236
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △3 △81

定期預金の払戻による収入 － 300

投資有価証券の取得による支出 △16 △2

投資有価証券の売却による収入 － 0

有価証券の償還による収入 － 200

貸付けによる支出 △55 －

貸付金の回収による収入 6 13

有形及び無形固定資産の取得による支出 △185 △93

有形及び無形固定資産の売却による収入 8 0

その他 △0 △0

投資活動によるキャッシュ・フロー △245 336

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 0 2

短期借入金の返済による支出 △12 －

リース債務の返済による支出 △1 △6

配当金の支払額 △104 △77

自己株式の取得による支出 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △118 △82

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △544 1,490

現金及び現金同等物の期首残高 11,591 8,876

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 11,047

※
 10,367
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１．会計処理基準に関する事項の変更 　（資産除去債務に関する会計基準の適用）

　　当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企

業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を

適用しております。

　　これにより、営業損失及び経常損失は２百万円、税金等調整前四半期純損失

は146百万円それぞれ増加しております。また、当会計基準等の適用開始に

よる資産除去債務の変動額は213百万円であります。

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用によ

り、当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示しております。

【簡便な会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法 　当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が、前連結会計年度末に算定し

たものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績

率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２．棚卸資産の評価方法 　当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算定に関しては、実地棚卸を省略

し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として、合理的な方法により算定す

る方法によっております。

３．固定資産の減価償却費の算定方法 　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額

を期間按分して算定する方法によっております。

４．法人税等並びに繰延税金資産及び繰

延税金負債の算定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営

環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、

前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックスプランニングを

利用する方法によっております。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
 
 

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日 
 至　平成22年６月30日）

 １．税金費用の計算 　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引

前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引

前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、5,347百万円であ

ります。

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、5,190百万円であ

ります。

２．偶発債務

連結会社以外の会社の銀行借入金及び商手割引に対

し、債務保証等を行っております。

２．偶発債務

連結会社以外の会社の銀行借入金及び商手割引に対

し、債務保証等を行っております。

㈱青山石油 38百万円

京滋運輸㈱ 65 　

計 104 

㈱青山石油 41百万円

京滋運輸㈱ 67 　

計 109 

セメント・生コンクリート協同組合等からの仕入債

務等に対し、保証を行っております。

セメント・生コンクリート協同組合等からの仕入債

務等に対し、保証を行っております。

京都中央生コン販売㈿ 100百万円(注)

滋賀南西部生コン販売㈿ 60      (注)

京都セメント・生コン卸㈿ 16      (注)

滋賀県セメント販売㈿ 3      (注)

その他（９社） 2 

京都中央生コン販売㈿ 100百万円(注)

滋賀南西部生コン販売㈿ 60      (注)

京都セメント・生コン卸㈿ 16      (注)

滋賀県セメント販売㈿ 3      (注)

その他（８社） 2 

（注）なお、京都中央生コン販売㈿、滋賀南西部生コン

販売㈿については、組合員１社当たりの極度額、京

都セメント・生コン卸㈿、滋賀県セメント販売㈿

については、組合員のシェア割合分の極度額を記

載しております

（注）なお、京都中央生コン販売㈿、滋賀南西部生コン

販売㈿については、組合員１社当たりの極度額、京

都セメント・生コン卸㈿、滋賀県セメント販売㈿

については、組合員のシェア割合分の極度額を記

載しております。

３．受取手形割引高は、52百万円であります。 ３．受取手形割引高は、73百万円であります。

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

人件費 582百万円

賞与引当金繰入額 103 

役員賞与引当金繰入額 10 

退職給付費用 44 

役員退職慰労引当金繰入額 9 

貸倒引当金繰入額 56 

人件費 548百万円

賞与引当金繰入額 102 

役員賞与引当金繰入額 8 

退職給付費用 37 

役員退職慰労引当金繰入額 11 

貸倒引当金繰入額 10 
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年６月30日現在） （平成22年６月30日現在）

 （百万円）

現金及び預金勘定 12,024

担保提供又は預入期間が３か月を

超える定期預金
△977

現金及び現金同等物 11,047

　

 （百万円）

現金及び預金勘定 11,494

担保提供又は預入期間が３か月を

超える定期預金
△1,127

現金及び現金同等物 10,367

　

（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平

成22年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式 24,053千株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式 3,934千株

３．新株予約権等に関する事項

　ストック・オプションとしての新株予約権

　　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

配当金支払額

　
　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年６月25日

定時株主総会
普通株式 86 4.25 平成22年３月31日 平成22年６月28日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

 
エネルギー
関連

（百万円)

建設資材
関連

（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高       

(1）外部顧客に対する

売上高
10,988 6,270 150 17,408 － 17,408

(2）セグメント間の

    内部売上高又は

    振替高

2 0 3 5 (5) －

計 10,991 6,270 153 17,414 (5) 17,408

営業利益

（△は営業損失）
△162 144 5 △11 (0) △11

　（注）１．事業区分の方法

　事業区分の方法は、取扱い商品の種類・性質等に基づきエネルギー関連部門・建設資材関連部門・その他部

門に区分しております。

２．各事業区分の主要商品

事業区分 主要商品

エネルギー関連 石油製品・液化石油ガス

建設資材関連 セメント・生コンクリート・建材等

その他 機器・宝飾品・住宅関連等

３．売上高には役務収益を含めております。

４．「宝飾品」事業は、平成21年３月末日をもって事業撤退いたしております。

５．「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、当第１四半期連結会

計期間より「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を適用しております。この変更

に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第１四半期連結累計期間の「建設資材関連」の売上高が153百万

円、営業利益が４百万円それぞれ増加しております。

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

海外売上高がないため、該当事項はありません。
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の配

分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、商品・サービス別の事業部門を設置し、各事業部門は、取り扱う商品・サービスについて包括的な戦略を立

案し、事業活動を展開いたしております。

当社グループは、事業部門を基礎とした商品・サービス別のセグメントから構成されており、「産業エネルギー」

、「建設資材」、「生活サポート」の３つを報告セグメントとしております。

「産業エネルギー」は、主に石油製品・液化石油ガスを需要家及び販売店向けに直接販売・卸販売いたしておりま

す。「建設資材」は、主にセメント・生コンクリート・各種建材を建設会社及び販売店向けに直接販売・卸販売いた

しております。「生活サポート」は、主に直営サービスステーションや連結ガス子会社などを通じ、ガソリン、家庭用

ＬＰガス、リフォーム、機器、新エネルギー関連商品、保険、リースなど一般消費者向けに販売いたしております。

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日）

　 （単位：百万円）

 

報告セグメント
その他

（注）１
合計産業

エネルギー
建設資材　

生活

サポート
計

売上高       

外部顧客への売上高 9,902 6,851 3,346 20,100 2 20,103

セグメント間の内部

売上高又は振替高
57 0 2 60     －　 60

計 9,960 6,851 3,348 20,161 2 20,163

セグメント利益又は

損失（△）
84 32 △32 84 2 87

　　（注）１．「その他」の区分は、主に本社ビルの地代賃貸等であります。

　　　２．売上高には役務収益を含めております。

３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

　 （単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計 84

「その他」の区分の利益 2

セグメント間取引消去 1

全社費用（注） △265

四半期連結損益計算書の営業損失 △176

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

（追加情報）

当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３

月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年３月

21日）を適用しております。
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（金融商品関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）

　金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が認めら

れないため注記を省略しております。

（有価証券関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が認めら

れないため注記を省略しております。

（デリバティブ取引関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）

　当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

（ストック・オプション等関係）

当第１四半期連結会計期間（自平成22年４月１日　至平成22年６月30日）

　該当事項はありません。

（企業結合等関係）

当第１四半期連結会計期間（自平成22年４月１日　至平成22年６月30日）

　該当事項はありません。　

（資産除去債務関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）

　資産除去債務の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、当連結会計期間の期首と比較して著しい変動が認

められないため注記を省略しております。

（賃貸等不動産関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）

　賃貸等不動産の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が認

められないため注記を省略しております。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 1,467.35円 １株当たり純資産額 1,482.28円

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 2.99円 １株当たり四半期純損失金額 5.64円

  なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

  なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり

四半期純損失金額
　 　

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円） 60 △113

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（百万円）
60 △113

期中平均株式数（千株） 20,121 20,119
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（重要な後発事象）

当第１四半期連結会計期間（自平成22年４月１日　至平成22年６月30日）

　

　当社は、平成22年７月５日開催の当社取締役会において、株式会社グロー・ガステックの株式の一部取得を

決議し、平成22年７月６日に同社株式の一部を取得し連結子会社といたしました。

　

１．被取得企業の名称及びその事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日、企業結合の法的形式、

　結合後企業の名称、取得した議決権比率

（1）被取得企業の名称及びその事業の内容

　　　 被取得企業の名称　　株式会社グロー・ガステック

       事業の内容　　　　　ＬＰガス及びガス器具の販売

（2）企業結合を行った主な理由

　　 　  当社は株式会社グロー・ガステックの株式を取得し、同社を当社グループの一員に加えることによ

　　　 り、相互に保有するＬＰガス商圏でのドミナンスの強化と当社グループが推し進めております生活サポ

　　 　ート事業の拡充が図れるものと判断いたしました。

（3）企業結合日

       平成22年７月６日

（4）企業結合の法的形式

       現金を対価とする株式取得

（5）結合後企業の名称

       変更ありません。

（6）取得した議決権比率

       企業結合日に取得した議決権比率  69.25％

       取得後の議決権比率　　　　　　　69.25％

  　

２．被取得企業の取得原価及びその内訳　

       取得の対価 ： 346百万円

　

３．発生した負ののれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

（1）発生した負ののれんの金額

　 　　87百万円

（2）発生原因

     　企業結合時の純資産額が、取得原価を上回ったため、その差額を負ののれんとして認識しております。

（3）償却方法及び償却期間

　　 　一括償却（当第２四半期連結会計期間）

（リース取引関係）

当第１四半期連結会計期間（自平成22年４月１日　至平成22年６月30日）

　前連結会計年度末と比較して著しい変動が認められないため注記を省略しております。

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月10日

上原成商事株式会社

　取締役会　御中

京都監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 高津　靖史　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 中村　 源　　 印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている上原成商事株式会社

の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21

年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、上原成商事株式会社及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半期連

結財務諸表に添付する形で別途保管しております。

　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年８月10日

上原成商事株式会社

　取締役会　御中

京都監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 高津　靖史　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 山本　眞吾    印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている上原成商事株式会社

の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22

年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、上原成商事株式会社及び連結子会社の平成22年６月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半期連

結財務諸表に添付する形で別途保管しております。

　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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